
 

 

 

地域公共交通に対する地方公共団体による新型コロナウイルス感染症 

関連の支援例 （令和２年７月１日時点） 
  
＜支援事業の性質と臨時交付金の活用予定の有無について＞ 

  地方運輸局等では地方公共団体による 401 事業について把握。このうち、約４割が

すでに交付が予定されており、約２割が申請済み結果待ち、約２割が２次申請分に申

請を予定している。 
  

 

① ② ③ ④ ⑤ 
計 

交付予定 結果待ち 
２次分に 

申請予定 
検討中 

活用予定 

なし 

１．感染症防止

対策 
28 27 31 24 22 132 

２．運行支援 102 41 35 10 29 217 

 うち都道府県 8 7 4 0 7 26 

３．MaaS 等の新

たな地域交

通体系整備 

1 1 1 0 0 3 

４．その他 16 13 6 6 8 49 

計 147 82 73 40 59 401 

（※1）下記に取り上げる地方公共団体名の後に括弧書きで記載する①～⑤は、上記表
の①～⑤にそれぞれ該当する。 

（※2）第１次提出分について、すでに交付決定がなされているものの各自治体内で 
交付金の配分が決まっていないものは、「結果待ち」に整理している。 

  

○「感染症防止対策」 

 マスクや飛沫シート、消毒等の必要設備に関する経費を支援する他、３密対策に関連

し、増便経費、指定したタクシー利用に関する助成などがある。 

 

【感染防止設備支援】 

・石川県金沢市（②） 

公共交通事業者が実施する感染症防止用設備の取得や車両等の消毒作業を支援。 

（補助率）１／２以内 

（限度額）設備消毒機器 25 万円／台など 

      消毒 バス 2.5 万円／台、タクシー２万円／台など 

 

・高知県（③） 

（補助対象事業者）バス、路面電車、タクシー、運転代行の事業者 

（補助対象経費）①感染症対策事業 車内や事業所での感染症対策の徹底（マスク・消

毒液の購入、セパレータカーテンの導入等） 

(※2) 

(※1) 



 

 

 

②販促・新サービス展開等事業 デリバリーサービス、キャッシュレ

ス決済、新事業の PR（WEB・チラシ作成）など 

※ ②は①と併せて実施する場合に補助対象 

※ ①②ともに R2.4.7 以降から遡及適用 

（補助限度額）［バス・路面電車］上限：50万円／事業者もしくは 10 万円／台のいずれ

か低い額、下限：５万円／台 

［タクシー］上限：30 万円／事業者もしくは 10 万円／台のいずれか低

い額、下限：３万円／台  

［運転代行］上限：20 万円／事業者もしくは 10 万円／台のいずれか低

い額、下限：３万円／台 

※補助先が複数の事業を営む場合、１事業者当たりの補助金の上限額

は、複数の事業の中で最も高い上限額を適用 

（補助率）３／４ 

（予算額）4,200 万円 

 

【車両増便支援】 

・千葉県富里市（①） 

乗合で実施しているデマンド交通について、新型コロナウイルス感染症拡大防止策

として個別対応するために車両を増便する際の経費を補助。９月まで実施予定。 

（補助対象事業者）デマンド交通運行業務受託者 

（補助対象経費）車両増便に係る費用 

（予算総額）126.5 万円 

 

【指定したタクシー利用に関する助成】 

・神奈川県松田町（①） 

新型コロナウイルス感染症予防のため、町が指定したタクシー会社に乗車した際、

初乗り運賃（740 円）を助成する。 

（対象者）75 歳以上の方、妊娠中で母子健康手帳をお持ちの方、産後１年以内の方 

（事業スキーム）月８枚、最大２ヶ月有効のチケットを交付 

（令和２年５月１日～６月 30 日） 

（予算規模）500 万円（４月補正予算） 

 

○「運行支援」 

交通事業者への「運行支援」について、支給される支援額の算定方法別では、事業

者に対する一律給付、事業規模（車両数、運行系統数等）等がある。 

 

【事業者に対する一律給付】 

・北海道江別市（②） 

 一般旅客自動車運送事業者について、法人事業者は 20 万円（ただし、登録車両が

１台のみの場合は 10 万円）、個人事業者は 10 万円給付。 

 



 

 

 

【事業規模（車両数、運転士数、運行系統数等）に応じた給付】 

・茨城県龍ケ崎市（①） 

 路線バスについては運行系統数、タクシー事業者は車両保有台数、鉄道事業者は減

収分に応じ、また、観光バス事業者については事業者に対し一律で、支援。予算規模：

1970 万円（５月補正予算）。 

- 路線バス事業者：100 万円/系統 

- 貸切バス事業者：100 万円/事業者 

- タクシー事業者：10 万円/１台 

- 鉄道事業者：（市域内の移動に資する）減収分の１／２相当（上限 500 万円） 

 

・広島県江田島市（①） 

乗降客数が減少しているにもかかわらず、便数及び運賃を維持しているフェリー事

業者に対し、定額での支援を実施。 

（要件） 対象期間（令和２年３月～６月）において、当該期間の各月が前年同月と比

較して、乗降客数が 10％以上減少している月があること。令和２年４月１日現

在の便数及び運賃を維持していること。 

（交付額）・江田島市と広島市の間を運航する航路 50 万円／月 

・江田島市と呉市の間を運航する航路  30 万円／月 

 

・青森県（①） 

 路線バス、地域鉄道、フェリーについて、バス事業者への奨励金による支援や線路

や船体などの維持費の支援。（事業予算：４億 7,586 万円） 

 

 

○「MaaS 等の新たな地域交通体系整備」 

新しい生活様式に対応した公共交通の利用環境構築に対する支援などがある。 

 

・福島県会津若松市（③） 

車内混雑情報、運休情報、店舗・観光施設混雑情報を反映できる基盤を構築し情報

提供等を実施する事業を支援 

 

 

○「その他」 

 上記の他、高齢者や学生の移動支援、家賃補助、設備投資なども支援。 

 

【高齢者移動支援】 

・北海道北斗市（①） 

高齢者外出機会安全確保対策事業として、北斗市内在住の高齢者（75 歳以上）に対

して初乗り料金（560 円）が無料になるタクシー券を 10 枚交付。 

 



 

 

 

【学生移動支援】 

・神奈川県清川村（①） 

教育支援事業（高等学校・大学等通学費緊急支援補助金）として、村内在住の高校

生１年生から大学生４年生（専門学校等を含む）を対象とし、最寄りのバス停からの

本厚木駅または橋本駅までのバス定期代について、通常、半額補助を実施していると

ころ、令和２年 12 月分まで全額補助とする。 

（対象者数）77 人（見込みを含む） 

（予算額）440 万円（５月臨時会、補正予算（可決）） 

 

【飲食店と交通事業者が連携する宅配事業支援】 

・沖縄県うるま市（①） 

タクシー事業者がテイクアウト商品を利用者へ宅配した場合、宅配費用への支援を

実施。（上限 1500 円。差額分は利用者が負担） 

 

【家賃補助】 

・福島県南会津町（①） 

タクシー事業者の店舗等に係る月額賃借料のうち、1/2 に相当する額を給付（最大

３ヶ月分・上限額 10 万円）、予算額 900 万円。 

 

【設備投資】 

・兵庫県（②） 

タクシーの観光利用やインバウンド対応の促進に資するマルチキャッシュレス決

済機器の導入経費等のうち、上限 1,000 万円までを定額補助。 


